
■資金不足比率
　公営企業の資金不足を、公営企業の事業規模である料金収入の
　規模と比較して指標化し、経営状態の悪化の度合いを示すもの

甲賀市は該当なし

■実質公債費比率
　借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示すもの

0％ 25.0％甲賀市17.4％ 35.0％
■将来負担比率
　一般会計等の借入金（地方債）や支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高を
　指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合いを示すもの

0％ 350.0％甲賀市129.7％

■実質赤字比率
　一般会計等の赤字の程度を指標化し、財政運営の悪化の度合いを示すもの

甲賀市は該当なし
0％ 12.28％ 20.00％

■連結実質赤字比率
　地方公共団体全体としての赤字の程度を指標化し、財政運営の悪化の度合いを示すもの

甲賀市は該当なし
0％ 17.28％ 40.00％

早期健全化基準
イエローカード

財政再生基準
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　平成20年4月に「地方公共団体の財政の健全化に関する法律
（財政健全化法）」が施行されました。　　
　この法律は、毎年度、財政の健全化判断比率および資金不足
比率を算定し、その比率に応じて必要な措置を行うことにより、
地方公共団体の財政の悪化を防ぐことを目的としています。
　これらの数値は、監査委員の審査後、議会へ報告するととも
に市民の皆さんへの公表が義務づけられています。（平成19年
度決算から）
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健全化判断比率および
資金不足比率をお知らせします
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地方公共団体
一部行政事務組合 地方公社

第三セクター等普通会計 特別会計 公営企業会計

甲　賀　市 ・甲賀広域行政
　事務組合
・公立甲賀病院
・市町村研修セン
　ター
・市町村職員退職
　手当組合

他

・滋賀県土地開発公社
・信楽高原鉄道㈱
・道の駅あいの土山㈱
・㈶土山町緑のふるさと振興会
・㈶あいの土山体育文化振興会
・㈲グリーンサポートこうか

他 

普通会計 特別会計 公営企業会計
・一般会計
・土地取得
・野洲川基幹水利
　施設管理
・鉄道経営安定
　対策基金
・鉄道施設整備基金

・国民健康保険
・老人保健医療
・介護保険
・国民健康保険
　診療所

・病院
・水道
・公共下水道
・農業集落排水

将来負担比率

実質公債費比率

連結実質赤字比率

資金不足比率実質赤字比率
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一般会計　歳入歳出予算額　334億25万円
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歳出 9月30日までに使ったお金
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市の予算執行状況

歳　入 歳　出
予算額 収入額 予算額 支出額

特別会計

国民健康保険 83億9,430万円 30億6,066万円 83億9,430万円 35億9,564万円
老人保健医療 9億1,281万円 6億7,364万円 9億1,281万円 7億1,729万円
後期高齢者医療 12億1,680万円 3億6,068万円 12億1,680万円 5億3,780万円
介護保険 42億8,159万円 17億1,390万円 42億8,159万円 17億4,128万円
公共下水道事業 48億4,248万円 8億7,260万円 48億4,248万円 15億1,306万円
農業集落排水事業 16億1,942万円 5,585万円 16億1,942万円 3億8,033万円
土地取得事業 4億1,572万円 1,378万円 4億1,572万円 544万円
野洲川基幹水利施設管理事業 1,504万円 108万円 1,504万円 19万円
鉄道経営安定対策基金 2,190万円 104万円 2,190万円 104万円
鉄道施設整備基金 3,274万円 103万円 3,274万円 103万円
国民健康保険診療所 5億3,164万円 9,142万円 5億3,164万円 2億2,576万円

企業会計 病院事業 9億7,506万円 4億1,510万円 10億4,049万円 4億7,195万円
水道事業 45億549万円 12億8,540万円 52億8,834万円 12億8,740万円

地方自治法第243条の3第1項の規定に基づき、平成20年4月1日
から9月30日までの甲賀市予算の状況をお知らせします。

一般会計 市の基本となる会計です

※
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特別会計 市が特定の事業を行うための会計です
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※基金残高は、全会計の合算から、「住みよさと活気あふれるま
ちづくり基金」を除いています。この基金は、合併した市町村
振興のため合併特例債という特別な借金をして積立をしてい
ます。平成20年度末の残高は、38億100万円で、平成41年3月
まで返済をします。

65億51万円

47億550万円 49億3,089万円

35億5,487万円

50億984万円

財政調整基金

減債基金

特定目的基金
土地開発基金
特別会計基金

※市債残高は、特別会計・企業会計を含む全会計の合算です。

市 債 残 高

基 金 残 高

億
円

（見込み）
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801億3,351万円

843億40万円
億
円

881億8,931万円
888億9,003万円

876億568万円
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